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連結株主資本等変動計算書

( 2018年10月 1 日から
2019年 9 月30日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 642,246 615,414 1,291,157 △29,129 2,519,688
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
（ 新 株 予 約 権 の 行 使 ） 207 207 414

剰 余 金 の 配 当 △36,770 △36,770
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 225,690 225,690

自 己 株 式 の 取 得 △39 △39
自 己 株 式 の 処 分 198 198
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 (純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 207 207 188,920 159 189,493
当 期 末 残 高 642,453 615,621 1,480,078 △28,970 2,709,182

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計
当 期 首 残 高 12,097 2,531,786
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
（ 新 株 予 約 権 の 行 使 ） 414

剰 余 金 の 配 当 △36,770
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 225,690

自 己 株 式 の 取 得 △39
自 己 株 式 の 処 分 198
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 (純 額 ) △150 △150

当 期 変 動 額 合 計 △150 189,343
当 期 末 残 高 11,947 2,721,130
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
イ．連結子会社の数 ５社
ロ．連結子会社の名称 ㈱プティパ

㈱つく実や
㈱ＴＵＫＵＲＵ
周陽商事㈱
㈱ヒラカワ

その他連結子会社１社については、2019年９月１日付で㈱ヒラカワを存続会社とする吸収合併により
消滅したため、連結の範囲から除いております。

(2) 持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社および関連会社はありません。
②　持分法を適用していない非連結子会社および関連会社はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準および評価方法

１）有価証券
その他有価証券
・時価のないもの　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

２）たな卸資産
イ．商品・製品・半製品

・原材料
主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

ロ．貯蔵品　　　　　　　　主として最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
１）有形固定資産

（リース資産を除く）
建物（建物附属設備を除く）は定額法、その他の有形固定資産は定率法を
採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設
備および構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建物及び構築物･･････････８～50年
　機械装置及び運搬具･･････４～17年

－ 2 －
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２）無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づいております。

３）リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。

③　重要な引当金の計上基準
１）貸倒引当金　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

２）賞与引当金　　　　　　　従業員の賞与金の支払に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負
担額を計上しております。

３）ポイント引当金　　　　　顧客に付与したポイントの利用に備えるため、当連結会計年度末において
将来利用されると見込まれる額を計上しております。

４）株式給付引当金　　　　　役員株式給付規程および株式給付規程に基づく当社グループの役員、従業
員およびパート社員への当社株式の給付に備えるため、給付見込額のうち
当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。

④　のれんの償却方法および償却期間
　のれんの償却については、個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で定額法により償却を行っ
ております。

⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
１）退職給付に係る会計処

理の方法
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、
退職給付に係る期末自己都合要支給額から、中小企業退職金共済制度およ
び特定退職金共済制度により支給される金額を控除した額を退職給付債務
とする方法を用いた簡便法を適用しております。

２）消費税等の会計処理　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）に基づく「会
社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（2018年３月26日　2018年法務省令第５号）を
当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定
負債の区分に表示する方法に変更しております。
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３．追加情報
(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)
(1) 株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）

　当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員インセンティブプラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」
（以下「本制度」という。）を導入しております。

① 取引の概要
　本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員およびパート社
員ならびに当社子会社の役員、従業員およびパート社員（以下「従業員等」という。）に対し当社株式を給
付する仕組みです。
　当社は、従業員等に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権の取得をし
たときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員等に対し給付する株式については、予
め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

② 信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己
株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は、当連結会計年度20,359千円、
112,900株であります。

(2) 役員株式給付信託（ＢＢＴ）
　当社は、取締役の報酬と当社の業績および株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇による
メリットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価
値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、当社の取締役に対する業績連動型株式報酬制度「株式
給付信託（ＢＢＴ）」（以下「本制度」という。）を導入しております。

① 取引の概要
　本制度は、当社が拠出する金員を原資として当社株式が信託を通じて取得され、当社の取締役に対して、
当社が定める役員株式給付規程に従って、業績達成度等に応じて当社株式が信託を通じて給付される業績連
動型の株式報酬制度であります。取締役に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来
分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。なお、当社の取締役が当社株式の給付を受け
る時期は、原則として取締役の退任時となります。

② 信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己
株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は、当連結会計年度8,354千円、
60,000株であります。

－ 4 －
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４．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産および担保に係る債務

①　担保に供している資産
建物及び構築物 679,620千円
機械装置及び運搬具 11,997千円
土地 347,251千円

計 1,038,869千円
　上記の他、仕入先への差入保証金として、現金及び預金（定期預金）10,007千円に質権を設定してお
ります。

②　担保に係る債務
支払手形及び買掛金 7,032千円
１年内返済予定の長期借入金 59,208千円
長期借入金 336,254千円

計 402,494千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 848,521千円
　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類および総数

普通株式 11,037,513株

(2) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

決　　議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配　当　額 基　準　日 効力発生日

2018年11月22日
取 締 役 会 普通株式 36,770千円 10.0円 2018年９月30日 2018年12月25日

（注）１．配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金580千円が含まれております。
２．１株当たり配当額には、第20期の記念配当5.0円を含んでおります。

 

３．当社は、2018年10月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っておりますが、当該株式分
割は2018年10月１日を効力発生日としておりますので、2018年９月30日を基準日とする配当につ
きましては、株式分割前の株式数を基準とした金額を記載しております。

－ 5 －
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②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決　議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配　当　額 基　準　日 効力発生日

2019年11月22日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 44,148千円 4.0円 2019年９月30日 2019年12月23日

（注）配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金691千円が含まれております。

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類および数
普通株式 186,000株

６．金融商品の時価等に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、デリバティブ取引は、外貨建取
引に係る為替の変動リスクヘッジを目的とした先物為替予約取引であり、投機的な取引は行わない方針で
あります。また、資金調達については主に銀行借入や社債発行による方針であります。

②　金融商品の内容および当該金融商品に係るリスクならびにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されておりますが、取引先ごとの期日
管理および残高管理を定期的に行い、リスク低減を図っております。また、売掛金の一部に外貨建債権が
あり、為替リスクに晒されておりますが、その金額は僅少であります。
　営業債務である支払手形及び買掛金ならびに未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。また、
買掛金の一部に外貨建債務があり、為替リスクに晒されておりますが、その金額は僅少であります。なお、
当該為替リスク低減のために、決裁担当者の承認を得て先物為替予約取引を行うことがあります。
　短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であります。
　長期借入金およびファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達であり、
支払利息の固定化を実施することにより金利変動リスクを抑制しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。

－ 6 －
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(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2019年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであ
ります。

連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 1,352,253 1,352,253 －

(2) 受取手形及び売掛金 303,351 303,351 －

資産計 1,655,604 1,655,604 －

(1) 支払手形及び買掛金 451,642 451,642 －

(2) 短期借入金 70,000 70,000 －

(3) 未払法人税等 66,764 66,764 －

(4) 長期借入金(＊1) 839,213 845,668 6,455

(5) リース債務(＊2) 67,101 67,161 59

負債計 1,494,721 1,501,237 6,515

(＊1)１年内返済予定の長期借入金を含めております。
(＊2)流動負債と固定負債を合算しております。

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項
資　産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額によっております。

負　債
(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額によっております。
(4) 長期借入金、(5) リース債務

　これらの時価は、元利金の合計額を、約定金利に金利水準の変動のみを反映した利率で割り引
いた現在価値により算定しております。

－ 7 －
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７．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産 249円37銭
(2) １株当たり当期純利益 20円78銭

（注）株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託制度における信託が保有する自社の株式は、
１株当たり純資産の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めており、控除する当該自
己株式の期末株式数は、当連結会計年度172,900株であります。また、１株当たり当期純利益の算定上、
期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めており、控除する当該自己株式の期中平均株式
数は、当連結会計年度173,519株であります。

８．その他の注記
　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 8 －
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株主資本等変動計算書

( 2018年10月 1 日から
2019年 9 月30日まで )

（単位：千円）
株主資本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

資 本
準 備 金

そ の 他 資
本 剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計特 別 償 却

準 　 備 　 金
繰 越 利 益
剰 　 余 　 金

当 期 首 残 高 642,246 601,605 13,808 615,414 120,063 701,742 821,805
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使) 207 207 207

特別償却準備金の取崩 △33,025 33,025 －
剰 余 金 の 配 当 △36,770 △36,770
当 期 純 利 益 139,367 139,367
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 207 207 － 207 △33,025 135,622 102,597
当 期 末 残 高 642,453 601,812 13,808 615,621 87,038 837,364 924,403

株主資本 新 株
予 約 権

純 資 産
合 計自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
当 期 首 残 高 △29,129 2,050,336 12,097 2,062,434
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使) 414 414

特別償却準備金の取崩 － －
剰 余 金 の 配 当 △36,770 △36,770
当 期 純 利 益 139,367 139,367
自 己 株 式 の 取 得 △39 △39 △39
自 己 株 式 の 処 分 198 198 198
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) △150 △150

当 期 変 動 額 合 計 159 103,170 △150 103,020
当 期 末 残 高 △28,970 2,153,507 11,947 2,165,455

－ 9 －
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準および評価方法

①　有価証券の評価基準および評価方法
イ．子会社株式および

関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．その他有価証券
・時価のないもの　　移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産の評価基準および評価方法
イ．商品　　　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）を採用しております。
ロ．貯蔵品　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

（リース資産を除く）
建物（建物附属設備を除く）は定額法、その他の有形固定資産は定率法を採
用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備お
よび構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建物･･･････････････････････ 8 ～50年
　構築物･････････････････････10～50年
　機械及び装置･･･････････････10～17年
　工具器具及び備品･･･････････ 2 ～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウエア　　　　　　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づいて定額法により償却を行っております。
③　リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

－ 10 －

個別注記表
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(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　従業員の賞与金の支払に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を
計上しております。

③　ポイント引当金　　　　　顧客に付与したポイントの利用に備えるため、当事業年度末において将来利
用されると見込まれる額を計上しております。

④　株式給付引当金　　　　　役員株式給付規程および株式給付規程に基づく当社役員、従業員およびパー
ト社員への当社株式の給付に備えるため、給付見込額のうち当事業年度末に
おける株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理　　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更)
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）に基づく「会
社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（2018年３月26日　2018年法務省令第５号）を
当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債
の区分に表示する方法に変更しております。

３．追加情報
(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)
　連結計算書類の連結注記表「３．追加情報(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)」に記載
しているため、記載を省略しております。

－ 11 －
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４．貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産および担保に係る債務

①　担保に供している資産
建物 444,274千円
構築物 14,636千円
機械及び装置 6,150千円
土地 242,219千円

計 707,281千円
②　担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金 39,636千円
長期借入金 223,056千円

計 262,692千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 449,593千円
　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(3) 保証債務
　㈱プティパについて、次のとおり債務保証を行っております。

金融機関からの借入債務 67,366千円
仕入等取引に係る支払債務 15,036千円

　㈱つく実やについて、次のとおり債務保証を行っております。
リース取引に係る未経過リース料期末残高 8千円

(4) 関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）
金銭債権 90,249千円
金銭債務 106,178千円

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 48,781千円
仕入高 1,124,158千円
その他の営業取引 143,729千円

営業外取引による取引高 2,864千円

－ 12 －
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６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類および数

普通株式 173,384株
　上記の株式数には、株式給付信託が保有する当社株式172,900株が含まれております。

７．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 3,211千円
貸倒引当金繰入超過額 31,164千円
賞与引当金 6,384千円
ポイント引当金 3,553千円
関係会社株式評価損 21,757千円
その他 12,084千円
繰延税金資産小計 78,156千円
評価性引当額 △52,544千円

繰延税金資産合計 25,611千円
繰延税金負債

特別償却準備金 △38,124千円
繰延税金負債合計 △38,124千円
繰延税金負債の純額 △12,512千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの､当該差異の原因
となった主要な項目別内訳
法定実効税率 30.5％

（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3％
住民税均等割 1.1％
その他 3.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.2％

８．リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両運搬具、工具器具及び備品および機械及び装置の一部につい
ては所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

－ 13 －
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９．関連当事者との取引に関する注記
(1) 役員および主要株主（個人の場合に限る。）等

種類 会社等の名称
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容又は
職業

議決権等の所有
（被所有）割合

（％）
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

役員および
その近親者
が議決権の
過半数を所
有している
会社

㈱鳥繁産業 40,000 脱酸素剤、保冷
剤等の製造販売 － 商品の販売

および購入

協賛金の受取
（注）１ 9,259 － －

商品の仕入
（注）１ 165,796 買掛金 16,044

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１．当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

２．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており
ます。

(2) 子会社および関連会社

種　類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子会社

㈱プティパ 所有
直接　100.0％

商品の販売およ
び購入
役員の兼任
債務保証

商品の仕入
（注）１ 926,297 買 掛 金 77,532

債務保証
（注）２ 82,402 － －

㈱つく実や 所有
直接　  65.4％

商品の販売およ
び購入
役員の兼任
資金の貸付
債務保証

資金の回収
（注）３ 2,257

関係会社長期貸付金
（注）５ 54,776

そ の 他
（投資その他の資産）

（注）５
44,810

債務保証
（注）４ 8 － －

周陽商事㈱ 所有
直接　100.0％

商品の販売およ
び購入
役員の兼任
資金の貸付
債務保証

資金の貸付
（注）３ － 関係会社長期貸付金 70,000

利息の受取
（注）３ 254 そ の 他

（ 流 動 資 産 ） 254

㈱ヒラカワ 所有
直接　100.0％

商品の販売およ
び購入
役員の兼任
資金の貸付
債務保証

資金の貸付
（注）３ － 関係会社長期貸付金 40,000

利息の受取
（注）３ 329 － －

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１．価格その他の取引条件については、市場実勢を勘案して、価格交渉の上決定しております。

２．金融機関からの借入債務および仕入等取引に係る支払債務に対して、債務保証を行っております。
３．資金の貸付条件については、市場金利等を勘案して決定しております。
４．リース取引に係る未経過リース料期末残高に対して、債務保証を行っております。

－ 14 －

個別注記表



2019/12/04 9:17:49 / 19559409_株式会社タイセイ_招集通知（Ｆ）

５．㈱つく実やへの金銭債権に対して、94,072千円の貸倒引当金を計上しております。また、当事業年
度において754千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

６．上記の金額のうち、取引金額（ただし債務保証を除く。）には消費税等は含まれておらず、期末残高
には消費税等が含まれております。

10．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産 198円22銭
(2) １株当たり当期純利益 12円83銭

（注）株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託制度における信託が保有する自社の株式は、
１株当たり純資産の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めており、控除する当該自
己株式の期末株式数は、当事業年度172,900株であります。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中
平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めており、控除する当該自己株式の期中平均株式数は、
当事業年度173,519株であります。

11．その他の注記
　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 15 －
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